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・各地方整備局が実施している調査に対しては、その内容、進め方について、本省が十分把握した上で必要な指導を
行い、予算が目的に沿って効果的に使われていることを確認している。具体的には、調査内容や進め方について地方
整備局と密接に打ち合わせ等を行い、関係機関との会議に本省からも出席する等により、適切な指導を行った。また、
四半期毎に各地方整備局に対し、執行状況に関する調査を行い、契約件名、支出先、金額等を把握している。
・その結果、平成２１年８月に広域地方計画を策定し、同年度末には、計画に記載されたすべてのプロジェクトにおい
て、国、地方自治体、経済団体等が、地域の自立成長を目指した共通の目標に基づいて、相互に協力・連携しながら各
プロジェクトの進捗状況の把握を行い、推進する体制を整えた。
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【予算科目】
・326　国土形成推進費
　・05-95　総合的な国土形成の推進に必要な経費　　　（２１年度予算額）　　　  　（２１年度決算見込額）
　　・95016-2129-06　諸謝金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３百万円　　　　　　　　　　１百万円
　　・95016-2122-08　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　３百万円　　　　　　　　　　３百万円
　　・95016-2122-08　委員等旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　１百万円　　　　　　　　　　１百万円
　　・95016-2123-09　国土形成推進調査費　　　　　    　　　２２５百万円　　 　　　　　 １８０百万円

・平成21年度に広域地方計画が策定され、本年度の予算額は削減されている。平成22年度以降の予算では広域地方
計画の進捗管理・点検を行うとともに、調査・分析の対象を、本年５月に国土交通省がとりまとめた成長戦略である大都
市の競争力強化や官民連携主体など新たな担い手による地域づくりに関連したものに重点化していくこととする。これ
により、予算の効果的、効率的な使用に努めるとともに、広域地方計画を通じて、各広域ブロックが、成長戦略を実現す
る体制づくりを目指す。
・また、経費の節約を図るため、会議費等の経費についても、会議数や参加人数の絞り込みによる削減を進め、予算使
用の効率化を図っていく。

国土形成計画（全国計画）（H20年7月4日閣議決定）
各圏域の広域地方計画（H21年8月4日大臣決定）

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

380

97.0% 87.9%

関係する計
画、通知等

国土形成計画法第9条、第10条

198

23年度要求

総事業費(執行ベース)

 19年度

執行率

324 185予算の状況
（単位:百万円）

79.7%

・21年6月～7月：全国８の広域ブロックにおいて広域地方計画協議会を開催し、各広域地方計画を審議した。
・21年8月：各広域地方計画の大臣決定を行った。
・21年8月～22年3月：計画策定後、計画に提示されたプロジェクトの進捗状況の把握と具体の推進に向けて、国、地方
自治体、民間団体がプロジェクトチームを結成し、課題の整理やプロジェクトの推進方策を検討する体制を整えた。ま
た、全1２２プロジェクトについてデータの調査・分析を行っており、進捗状況を把握する体制を整えた。これらのプロジェ
クトについては、各プロジェクトチームが、課題の整理と解決に向けた検討を行っており、今後、解決方策等がまとまっ
たものから、関係機関により順次、実施していく予定。
・22年8月～：国の調査・分析の対象は、本年５月に国土交通省がとりまとめた成長戦略である大都市の競争力強化や
官民連携主体など新たな担い手による地域づくりに関連したものに重点化していくこととする。
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20年度 21年度

執行額

予算額(補正後）

担当部局庁

22年度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①計画の策定に当たって開催される広域地方計画協議会（国、都府県、市町村及び経済団体等で構成され、東北、近
畿、九州等全国８の広域ブロック毎に設置）等において、その庶務を担当する国は、審議に必要な社会経済動向や国
民の意向に関する調査・分析を行い、資料として提示する。
②国土交通大臣が計画を決定した後は、国は、複数の行政部局にまたがり、都府県の行政区域を超える分野であるた
め、縦割りの行政部局、単独の地方自治体だけでは対応が困難な広域のプロジェクトについて、進捗状況の把握や推
進に向けた課題整理、体制整備、推進方策等についての調査・分析を行い、協議会等に提示する。
③これらのプロジェクトは、例えば、大都市圏における交通・物流機能の強化や環境産業の振興と東アジア市場への展
開、広域的な救急医療体制の整備など、国、地方自治体、民間等が連携した総合的な施策の実施により、地域の自立
成長を広域連携によって推進するものである。

国際都市間の競争の激化や少子高齢化が急速に進行する中で、大都市の国際競争力を強化し、それぞれの地域が個
性や強みを活かした地域戦略を提案、推進していくためには、都府県域など既存の行政区域を超えた広域的な連携に
より、効果的かつ効率的な取組を進めていくことが必要である。そのため、国土形成計画法に基づき、国（国土交通大
臣）は、東北、近畿、九州といった全国８つの広域ブロック毎に、今後10年間の各広域ブロックの独自の戦略とその実現
のための取組をまとめた広域地方計画を策定し、部局や施策毎の縦割り、都府県毎の横割りを排して官民が一体と
なってその推進を図る。

実施状況

232369

事業番号 5

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成18年度広域地方計画推進のための連携支援等

担当課室 広域地方計画課

上位政策

課長　福島　章国土計画局

一般会計 総合的な国土形成を推進する



広域ブロックをまたがる横断

的な課題に関する調査等を

実施 

各地方整備局の発注

による調査等の業務を

実施 

広域地方計画の策定・

推進に係る総合調整・

予算の執行管理 

各広域ブロック毎の課

題に関する調査の企画

立案・発注及び広域地

方計画策定・推進に係

る広域地方計画協議

会の庶務を行う。 

国土交通省 

１８５百万円 

Ｂ．地方整備局（８局） 

１４８百万円 
Ａ．民間企業等（４社） 

 ３４百万円 

【一般競争・企画競争・少額随契】 

Ｃ．民間企業等（６９社） 

１４６百万円 

【企画競争・少額随契】 

職員旅費 

３百万円 

委員等旅費 

（広域地方計画協議会 

有識者会議） １百万円 

諸謝金 

（広域地方計画協議会 

有識者会議） １百万円 



計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 29 計 0

役務費

広域地方計画の策定に向けて資
料収集・検討を行うとともに、フォ
ローアップ等の今後の進め方につ
いて検討

29

計 21 計 0

Ｃ.日本工営㈱

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務費

「中部圏広域地方計画」の策定に
向けて中部圏を取り巻く様々な情
報を整理し、中部地方の将来計画
に関する基礎資料の作成を行う。
またその着実な推進を図るため、
モニタリング指標、手法や体制に
ついて検討

21

16 計 0

B.中部地方整備局

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計

16役務費

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

大都市圏郊外部における人口減
少・高齢化に起因する課題の把握
と今後の整備の方向性に関する
調査検討

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.（財）日本開発構想研究所



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 (財)日本開発構想研究所 16 1 日本工営(株) 29

2 (株)日本総合研究所 15 2 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング(株) 19

3 (株)価値総合研究所 2 3 大日本コンサルタント(株) 15

4 (株)明祥 1 4 (社)中国地方総合研究センター 13

5 5 (株)福山コンサルタント 11

6 6 (株)エム・シー・アンド・ピー 11

7 7 (財)計量計画研究所 10

8 8 (社)システム科学研究所 6

9 9 (株)岩田企画 5

10 10 三井共同建設コンサルタント(株) 5

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 中部地方整備局 21 1

2 四国地方整備局 20 2

3 北陸地方整備局 20 3

4 東北地方整備局 20 4

5 中国地方整備局 20 5

6 九州地方整備局 19 6

7 近畿地方整備局 17 7

8 関東地方整備局 11 8

9 9

10 10

A.民間企業等（４社）３４百万円 Ｃ.民間企業等（６９社）１４６百万円

Ｂ.地方整備局（８局）１４８百万円



広域地方計画の策定・推進について 
広域地方計画策定・推進のポイント

 ・国際都市間の競争の激化・競争力強化の必要性 
 ・少子高齢化が急速に進行する中で地域が個性や強み

を活かした地域戦略の提案・推進

広域地方計画策定 推進のポイント

経済団体等の長

広域地方計画協議会の協議を経て  
国土交通大臣決定 （H21.8） 

を活かした地域戦略の提案・推進

広域地方計画の策定・推進

経済団体等の長 
 ・経済連合会 
 ・商工会議所連合会 等 

都府県知事 
政令市市長 

広域地方計画の策定 推進 
 
 

地域の活力の維持・向上が喫緊の課題 
広域ブロックは欧州各国に比肩する人口・経済規模 

広域地方計画協議会
 

国土交通省が計画の策定、推進のための 
調査・分析、資料作成、協議会の庶務を担当 

 
 
 各広域ブロックが独自の発想と戦略等を活かした国

土形成を推進 

国の地方行政 
機関の長 

代表市町村の長 
隣接する県等の長 

直近 協議会 催状
 
 
 
  

国土形成計画法に基づき、広域地方計画協議会の
協議を経て広域地方計画を決定（H21.8)

直近の協議会の開催状況
 

東北圏 ： H21.6.9（会長：東北経済連合会会長) 
首都圏 ： H21.6.30（会長：茨城県知事) 
北陸圏 ： H21 6 29（会長：北陸経済連合会会長)

 
 
 

)

部局や施策毎の縦割り、横割りを排し、広域的連
携・官民連携等を通じて ハード・ソフト両面の施策

北陸圏 ： H21.6.29（会長：北陸経済連合会会長)
中部圏 ： H21.6.11（会長：愛知県知事) 
近畿圏 ： H21.6.10（会長：関西広域機構会長) 
中国圏 ： H21.7.10（会長：広島県知事) 
四国圏 ： H21 6 8（会長：四国経済連合会会長)

 
携・官民連携等を通じて、ハード・ソフト両面の施策
による計画推進 

四国圏 ： H21.6.8（会長：四国経済連合会会長)
九州圏 ： H21.6.9（会長：九州経済連合会会長) 





予算措置の

論点等説明シート

事業名 広域地方計画推進のための連携支援等 担当部局庁 国土計画局

事業についての論点等

　
　
○当該事業の背景、考え方

　　・国土形成計画法に基づき、全国８つのブロックで策定された広域地方計画を推進
　　　するため、国、都府　県、市町村及び経済団体から構成される広域地方計画協議
　　　会を設置。
　
　　・計画で位置付けられた具体的なプロジェクトは、基本的には、協議会の構成員であ
　　　る各省、地方自治体、民間団体等の主体の自立的な取組を通じて推進。

　　・同協議会の庶務を担当する国（国土交通省）は、計画の進捗状況の把握、課題の
　　　整理を行うほか、計画を推進していく上で必要となる官民連携等の政策・制度の
　　　検討に関する調査を本事業を通じて実施。

　
○問題意識、問題点

　　・本事業は、国が予算措置を講じて行うべきものなのか。

予算措置の 層の縮減を行えないか　　・ 一層の縮減を行えないか。

 
○改善方法

　　・本事業は、広域地方計画の進捗状況の把握、課題の整理のほか、国土交通省の
　　　成長戦略に示された大都市の競争力強化や官民連携主体による戦略的地域づ
　　　くり（PPP）に関連した政策・制度の検討に重点化していく。

　　・予算額の縮減と一層の効率化を図っていく。
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